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2　社会保険による保険給付の憲法上の意義を検討するためには、憲法 25 条 2
項に、「社会保障」に関する規定が設けられていることから、その解釈を行う
ことが必要である。
　佐藤幸治著・憲法［新版］540 頁（青林書院、1990）は、憲法 25 条の生存
権の意義につき、次のように記載する。
　「憲法は、「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有す
る（25 条 1 項）、「国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及
び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない。」（25 条 2 項）と規定する。
従来 1 項と 2 項とを同一の射程をもつものとして一体的に捉える見解が一般
的であるが、2 項は、1 項を前提として、さらにより広い社会国家的視野から
国の責務を規定したものとみるべきであろう。25 条 2 項の規定する「広義の
生存権」は、1 項の生存権と違って、政治部門の政策的判断に委ねられる度合
いが強いことは否定しえない。」




これに対して、伊藤正己・憲法［第 3 版］379 頁（弘文堂、1995）は、憲法
25 条の生存権の意義につき、次のように記載する。













































































の法的根拠を最高裁として明らかにしたのが、最判平成 18 年 3 月 1 日民集 37
巻 8 号 1282 頁である。
　最判平成 18 年 3 月 1 日は、旭川国民健康保険条例事件についてのものであ






都法 58 巻 2 号（2018 年 1 月） 147
するとした。


















　最判平成 18 年 3 月 1 日についての最高裁判所判例解説（民事篇平成 18 年



















民健康保険条例が、憲法上の自由権及び憲法 29 条 1 項所定の財産権を侵害す

















































き、最判平成 18 年 3 月 1 日は、「国保料は、被保険者に保険給付を受け得る
ことに対する反対給付として徴収されるものである。市における国民健康保険

















































　公務員等の年金制度は、2015 年 9 月までは二階部分が「共済年金」、三階部



































　　老齢基礎年金の額は、78 万 900 円に改定率を乗じて得た額とする。
　第 87 条（保険料）

















































































































































































































































等価交換の関係に立たず、最判平成 18 年 3 月 1 日は、「国保料は、被保険者に
保険給付を受け得ることに対する反対給付として徴収されるものである。市に



















































































































































































ながら、資産運用で成功していると称して、2011 年 3 月までに、全国 94 の厚



















































































































































　　 63 条 3 項の規定により保険医療機関又は保険薬局から療養の給付を受け
る者は、その給付を受ける際、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該


























































































































































































　第  2 条の 4 　保険医療機関は、その担当する療養の給付に関し、健康保険
事業の健全な運営を損なうことのないよう努めなければならない。
　第  12 条 　保険医の診療は、一般に医師又は歯科医師として診療の必要があ
ると認められる疾病又は負傷に対して、適確な診断をもととし、患者の
健康の保持増進上妥当適切に行われなければならない。








































































































































































　このため、医師の診察治療義務の履行は制約されないので、医師法 19 条 1
項が規定する医師の診察治療義務に反するものではなく、患者の健康保険の適
用を受ける権利も充足される。
　以上により、各医師の実績に応じて割り当てられた健康保険を適用できる限
度額（キャップ制）を設定し、医師は、健康保険を適用すべき医療に健康保険
を適用するという方式をとることにより、お手盛りの危険は除去され、過剰診
療の抑制が図られることが期待される。
